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事業事前評価表 

2009 年 4 月 14 日 

国際協力機構農村開発部 

畑作地帯ｸﾞﾙｰﾌﾟ畑作地帯第二課 

 

１． 案件名（国名） 

国 名： エジプト国 

案件名： ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジェクト 

２． 事業の背景と必要性  

(1) エジプト国における水資源セクター、農業セクターの現状と課題 

エジプト国では、急激な人口増加（年率 2％）に対応するため、食糧生産の増大と農業分野で

の雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられている。しかし、主要な農業地域であるナイル

デルタ地域での単位面積当たりの農業生産量は限界に達していると考えられるうえ、同地域内

で新たに農地を開発する余地は尐ない。一方、同国の水資源の大部分を賄うナイル河からの

取水がスーダンとの二国間の協定（ナイル河協定、1954年）により年間 555億トンに制限されて

いること、エジプト国の年間降水量が 25mm 程度（カイロ）であることから、同国での新たな水資

源の開発も困難である1。このため同国は、ナイルデルタ地域の農業用水の有効利用を図るこ

とで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に灌漑農地を拡大することで食糧生

産の増大を図ろうとしている。また、農業セクターは就業人口の３割を抱え、その多くが小規模

農地の貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の開発・拡大を通じて、就業人

口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとしている。 

これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や

用水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援

を実施してきた。 

同国の第６次国家社会経済開発計画（2007/08-2011/12）においては、新たな農地の拡大を

通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や201７年を目標年に掲げる国

家水資源計画の施策は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪水が排除

された後の塩類集積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水の効

果、流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用できない排水の再利用の可能性等を把握

したうえで、農業用水の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要

があり、大学等の研究機関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが

求められている。 

 

(2) エジプト国の開発計画と本事業の位置づけ 

エジプトの第 6 次国家社会経済開発計画（2007/08－2011/12）においては、生活水準の向

上、住民参加型の開発、政治改革などを主な計画目標としている。同計画では、これらの目標

を達成する手段の一つとして、ナイル河の水資源利用の効率化を掲げており、そこで得た水資

源を活用することによって、新たな農地の拡大と雇用の拡大を図ることとしている。また、同国

政府は 2017 年を目標年とする国家水資源計画をオランダの支援により策定しており、その中

                                                   
1 エジプト国はナイル川上流にアスワンハイダムを建設し、1964 年より貯水を開始し、新たな水資源により多くの農

地を開発したが、ナイル川の水資源は既に使い尽くされている。 
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で、既存水資源の有効利用の促進（灌漑システムの改善、新規作物の導入等）、水質の保全と

汚染防止（関連法規の整備、水質の定期管理等）に言及している。これらの目標を達成するに

は、各関係機関が連携して「統合型水資源管理 （ IWRM ： Integrated Water Resource 

Management）」を進めることが重要であり、地表水と地下水、水量と水質を同時に考慮して水資

源を包括的に管理するとともに、あらゆるレベルの計画者、政策決定者を巻き込んだ、水利用

者による参加型アプローチによって水資源を開発・管理することが明記されている。本プロジェ

クトは、これら計画の達成に資する案件である。 

 

(3) 我が国及び JICA の援助方針と実績  

我が国は対エジプト国別援助計画（2008年 6月）を策定し、同国を、「中東・アフリカ地域の平

和と安定や経済発展に重要な役割を担っており、我が国を含む国際社会の安定と繁栄に直結

する重要な国である」と位置づけている。また、同援助計画に沿ったJICAの国別援助実施方針

（案）2では、同国の「競争力のある安定した経済社会」への移行を支援するため、「持続的成長

と雇用創出の実現」、「貧困削減と生活水準の向上」、「地域安定化の促進」を 3 本柱とした戦

略的な取り組みを掲げている。水利用の高度化による持続的な食糧および燃料作物の生産に

取り組む本プロジェクトは、持続可能な発展に資する環境対策を通じた「持続的成長と雇用創

出の実現」と、貧困層の多くを抱える農業従事者の生活水準の向上を通じた「貧困削減と生活

水準の向上」とに貢献すると期待される。 

さらに、昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高ま

るとともに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の

必要性・重要性が謳われてきた。内閣府総合科学技術会議が取りまとめた「科学技術外交の

強化に向けて」（平成 19 年 4 月、平成 20 年 5 月）や、平成 19 年 6 月に閣議決定された「イノ

ベーション 25」において途上国との科学技術協力を強化する方針が打ち出されている。 

そのような中で、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、開

発途上国と共同研究を実施するとともに、途上国側の能力向上を図ることを目指す、「地球規

模課題に対応する科学技術協力」事業が平成 20 年度に創設された。本案件はこの一つとして

採択されていることから、我が国政府の援助方針・科学技術政策に合致している。 

なお、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は、文部科学省、独立行政法人科学

技術振興機構（以下、JST）、外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支

援は JST が行い、開発途上国に対する支援は JICA が行うこととなっている。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

エジプト国では水資源管理分野にかかる支援が多く行われている。世銀やオランダをはじめ

とするこうした他ドナーの活動は、灌漑排水施設の改修及び新設と、それら施設を管理するた

めの水利組合の設立支援を中心に進められているが、営農面での支援と併せて包括的な取り

組みを行なうプロジェクトではない。 

関連するプロジェクトの概要は以下の通りである。 

１）統合型灌漑改善管理プロジェクト （2006-2013 年） 

世銀、ドイツ復興金融公庫（KfW）、オランダ政府の融資または無償による支援を受けて

水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、4 灌漑県3の 21 灌漑区 3における灌漑排水管理

                                                   
2 2009 年 3 月末現在、策定中。 
3 エジプト国の灌漑管区を管轄する単位。中央レベル、地方管区レベル、灌漑県（ダイレクトレート）灌漑区（ディスト
リクト）レベルに分かれる。 
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の改善と灌漑用水の利用にかかるサービスの効率化とを目的として、水管理のための施

設の改善、圃場水管理方法の改善、水利組合の設立強化及び関係者の能力向上の 4 つ

のコンポーネントからなる。 

 

２）ファユーム水利組織プロジェクト （2007-2010 年） 

オランダ政府による支援を受けて水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、ファユーム県

内の全 9 灌漑区における水管理の改善を目的として、水利組合の設立、既存の水利組合

の強化、統合水管理の実施に向けた体制の構築、環境モニタリングの実施、セミナーを通

じた水利組合を管理する行政職員の能力強化等を行なう。 

 

３）統合型水管理プロジェクト （2004-2008 年） 

米国国際開発庁（USAID）の支援を受けて水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、中

デルタ地域及び上エジプト地域の 5 灌漑県における水利用効率と生産性の向上を目的と

する。そのために地方レベルの水資源灌漑省職員及び農業土地開拓省職員などの関係

者の能力向上に焦点をあて、水管理にかかる意思決定の分権化と、農村部住民の意思

決定プロセスへの促進を支援する。 

 

４）灌漑改善プロジェクト （フェーズ 1：1996-2006 年）（フェーズ 2：2007 年-） 

世銀、ドイツ復興金融公庫（KfW）、OPEC が資金援助して水資源灌漑省が実施するプロ

ジェクトで、ナイルデルタ（カフル・シェイク県とベヘイラ県にある 3つの灌漑区の104,160ha）

における従来の灌漑システムの改善と、農業生産及び農業所得の向上とを目的とする。

灌漑施設の改善、灌漑水の公正な配分、圃場レベルでの水管理改善に焦点を当ててい

る。JICA による技術協力プロジェクト「ナイルデルタ水管理改善計画」（2000-2007 年）は本

プロジェクトと協調して実施した。 

  

（5） 本事業の必要性 

昨今の食糧価格の高騰を経験し、将来的に再び需給が逼迫し、局地的な食料不足が起きる

のではないかと懸念されているが、農産物の増産には、十分な量と質の農業用水が不足してい

ることが大きな障害の一つとなっている。本プロジェクトが研究対象とするエジプトのナイルデル

タ地域は、広大な平野と日射量に恵まれているが、水資源が制限されているため、既存の灌漑

農地においても農業用水の劣化や塩類集積などの問題が顕在化している。こうした状況は、乾

燥地域に位置する他の中東諸国、アフリカ諸国においても生じており、農産物増産のために限

られた水資源の有効活用が求められている。本プロジェクトを通じて得られる知見や手法・方策

は、これらの国にも効果的に適用されうるものと期待される。 

また、経済発展と人口増加により加速すると懸念される水不足、水質汚染、エネルギー不

足、土壌劣化の問題に対する解決策は未だ万全とはいえない。水資源の大部分を消費する農

業分野においては、調査･研究活動を通じて農業用水の高度利用に関する具体的方策を提示

し、食糧や燃料として活用できる作物の持続的な生産が求められている。このような背景の下

で、「ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産」のためのプロジェクトが「地球規模課題対

応国際科学技術協力案件」としてエジプト国政府から要請された。 

本プロジェクトでは、食糧や燃料作物の土地生産性、水生産性の向上という地球規模の課

題に対して、科学的に検証された具体的方策を提示することを目指しており、その恩恵はエジ

プトだけに留まらず、他の乾燥地域にも応用可能であり、ひいては食糧の世界的な需給の緩和
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にもつながることから、間接的には我が国を含む食糧輸入国も裨益すると考えられる。 

エジプト国では、アスワンハイダム完成後約 50 年にわたって灌漑農業が行なわれてきた。他

方、我が国の参加型灌漑管理の歴史は長く、江戸時代から３００年以上続いており、その知見・

経験は途上国に対する技術協力において普及・活用され、エジプト国に対しても貢献可能であ

る。JICA は現在、ナイル流域全体に参加型水管理手法を普及させるための人材育成のための

技術協力プロジェクト「水資源管理改善プロジェクト 2（WMIP2）」を実施しているが、新たに始め

る本プロジェクトで提示される科学的データに裏打ちされた節水農業や参加型水管理の手法は

WMIP2 が構築する体制を通じて広くエジプト国内に普及されることになる。 

 

３． 事業概要  

(1) 事業概要 

本プロジェクトは、日本・エジプト両国の大学及び研究機関がこれまで蓄積してきた水利用と

農業生産にかかる研究成果や知見を活用した課題解決のための研究であり、食糧および燃料

作物の持続的生産を可能にするような農業用水の高度利用化のための方策を示し、同国の社

会経済開発計画の策定及び実施に役立てることを目的とする。 

そのため、ナイルデルタ地域を中心に、１）用水路レベルの配水･水管理の合理化の方策の

提示、２）土壌の塩害防止のための方策の提示、３）圃場レベルの適切な農業生産・灌漑システ

ムの提示、４）食用作物の栽培に適さない排水を利用した燃料作物等の栽培の可能性の検討

を行う。 

 

(2) プロジェクトサイト及び受益者 

・ナイルデルタ地域（バハル・テラ用水路受益地を主に、水田、畑作地、果樹栽培地） 

・沿岸部地域およびデルタ周辺砂漠開拓地 

 

カイロ大学農学部、国立水研究センター、国立農業研究センターの研究員 20 名程度 

 

（3） 協力の枠組み 

＜プロジェクト目標＞ 

社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に記載されている砂漠開拓地

の開発のために、行政関係者、研究者及び農民が、ナイルデルタ地域での農業分野の水利用

の高度化を図りながら農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

＜成果＞ 

①用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

②圃場の塩害防止の方策が提示される。 

③適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

④食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可能

性が示される。 

 

 

 

 

 



 5 

＜活動＞ 

成果全般にかかる活動 

1）主要作物の慣行農法及び節水農法適用時の蒸発散量を調査する。 

2）防風林の蒸散量並びに防風林で囲まれた農地の蒸発散量を調査する。 

3）水管理にかかる改善の程度（水利組合、インフラなど）が異なる地区における水配分、水収

支及び塩収支の特徴を明らかにする。 

4）圃場内における適切な除塩の手法を確立する。 

5）排水利用が盛んな水路末端地区における塩類集積の将来予測を行い、その対策を立て

る。 

 

成果①：用水路レベルでの水配分、水管理の合理化の方策が提示される。 

1）灌漑用水の農民及び農民グループへの量的配分の現状とそれによって影響を受けている

土地利用・営農の状況を調査する。 

2）不均等な水配分を生じさせている施設、組織、農民の行動の現状を調査する。 

3）将来、灌漑用水の配分が減尐した際の、現状の施設、組織の下で予想される水配分と作

物選択等における影響、問題点を調査する。 

4）把握された問題点を防止して持続的・効率的な灌漑を行なうために可能な方策を提示す

る。 

5）ナイルデルタ地域の水収支・塩収支の傾向を明らかにする。 

 

成果②：圃場の塩害防止の方策が提示される。 

1）土壌の質（土壌の分類や土壌中の塩の動態を含む）、灌漑用水の水質、地下水位の現状

を調査する。 

2）従来の暗渠排水の設計・管理方法の問題点を摘出し、土壌の塩類集積防止のための地

下水･暗渠･排水の管理計画を策定する。 

3）灌漑用水の水質・地下水位変動から見た、土壌中の塩類動態に関する将来予測を行う。 

4）土壌中の溶液、溶質、熱の移動をモニタリングし、塩類や重金属の集積について数値解析

を行う。 

5）食用作物と燃料作物の栽培実験圃場における適切な灌漑方法と土壌資源の管理方法を

策定する。 

 

成果③：適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

1）現在の作付け体系を調査し、将来の水供給量に見合った適切な作付け体系を提示する。 

2）現在の灌漑水量を分析し、節水灌漑手法を検討する。 

3）土壌の塩類集積の分布を調査し、適切な作物選択を提示する（作物選択の際に遺伝子レ

ベルでの解析も行ない、塩分濃度の高い水に対応した新たな作物の実証栽培等を行な

う）。 

4）現在の家畜利用状況を明確にし、効率的な飼料栽培・家畜飼育システムを提示する。 

 （稲わらを含む農業残渣の飼料への活用の検討を含む） 

 

成果④：食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の

可能性が示される。 

1）ナイルデルタ各地の作付け体系及び農業活動にかかる燃料や電気の使用量を把握する。 
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2）排水を利用した燃料作物栽培技術を提示する。 

3）ナイルデルタ内の役畜の飼育・利用状況を把握する。 

4）農業活動に関する役畜の仕事量（揚水や荷役など）と燃料作物から生産が期待されるエネ

ルギー量の比較検討を行なう。 

 

＜投入＞ 

日本側 

(a) 専門家： 長期専門家 1 名（業務調整） 

短期専門家 14 名（水収支・塩収支、水管理、土壌、食糧生産、バイオ燃料） 

(b) 機材供与：流量計、電気伝導度計、点滴灌漑施設などを必要に応じて供与・設置 

(c) 研修員受入れ：3-5 名/年 

 

エジプト側 

(a) カウンターパートの配置： 

プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージャーを含め、水文学、灌漑排水学、土壌学、

作物学、家畜栄養学などを専攻するカイロ大学、国立水研究センター、国立農業研究センタ

ーの研究員 

(b) 施設（執務室、実験室、試験圃場を含む）の提供 

プロジェクト用の執務室（カイロ大学と国立水研究センター傘下の水管理研究所の 2 箇所） 

カイロ大学が保有する試験・分析機材 

国立水研究センター並びに国立農業研究センターが保有する試験圃場  

 

（4） 総事業費/概算協力費 

約 3.5 億円 （JICA 予算ベース） 

 

（5） 事業実施スケジュール（協力期間） 

平成 21 年 7 月～平成 26 年 6 月（5 年間） 

 

（6） 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

＜日本側実施機関＞ 

筑波大学を中心に、鳥取大学、三重大学の 3 大学 

＜エジプト側実施機関＞ 

カイロ大学農学部（高等教育省） 

国立水研究センター（水資源灌漑省） 

国立農業研究センター（農業土地開拓省） 

 

本プロジェクトは我が国とエジプト国の両国の研究機関による共同研究の形態をとる。エジプ

ト側の主要実施機関はカイロ大学農学部であるが、国立水研究センターや国立農業研究セン

ター、これら研究機関を統括する高等教育省・水資源灌漑省・農業土地開拓省からの協力・支

援を得る。 

複数の省庁や研究機関を巻き込んでのプロジェクト活動を円滑に勧めるための 5 つのワーキ

ング・グループ（WG：①水収支・塩収支ｸﾞﾙｰﾌﾟ、②水管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ、③土壌ｸﾞﾙｰﾌﾟ、④食糧生産ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ、⑤バイオ燃料ｸﾞﾙｰﾌﾟ）と、活動を管理するプロジェクト管理ユニット（PMU）、プロジェクトの
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進捗・成果を監督する合同運営委員会（JSC）を設置する。 

 

（7） 貧困・ジェンダー・環境への配慮 

 貧困：本プロジェクトで検証した公平な水分配や水管理の合理化が実行されることによっ

て、ナイルデルタ地域全体の小規模農民の農業生産量の増加と、これら農民の生計向上

につながるよう、本プロジェクトで提示する方策が十分実現性のあるものとなるように配慮

する。 

 ジェンダー：2000 年から 2007 年に実施された「ナイルデルタ水管理改善計画（WMIP）」で

は、水利組織への女性参加率の低さが指摘された。よって、本プロジェクトで実施される圃

場レベルでの検証開始前に、女性農民を含む農家に対するプロジェクト概要の説明を確実

に行い、農民レベルでの問題意識の向上や女性農民からの問題提起などが行われるよう

な環境を整備する。 

 環境：本プロジェクトは、農業分野において将来的に使用可能な水資源量の減尐が見込ま

れることから、その対策を提示するものである。本プロジェクトでは、水資源量の減尐によっ

て生ずる可能性のある圃場での塩類集積を回避するための方策を検討するとともに、燃料

作物の栽培に際しても、これが将来的に食用作物の栽培と競合しないように留意する。 

 

（8） 他ドナー等との連携 

エジプト国では、水資源管理分野において営農面での支援と併せて包括的な取り組みを行っ

ているドナーはないところ、本プロジェクトで提示される水管理手法、土壌管理手法、営農手法

の改善策や燃料作物生産の可能性が、これらドナーの活動に反映されるよう働きかける。 

このため、定期的に実施される水資源管理にかかるドナー会議にプロジェクト関係者が参加

し、関連プロジェクトの進捗状況を把握するとともに、本プロジェクトの内容と成果を周知するこ

ととする。 

 

（9） その他特記事項 

特になし 

 

４. 外部条件・リスクコントロール 

本プロジェクトでは、適切な作付け体系を提示するとともに、排水を利用した燃料作物栽培の

可能性を検討するため、実証圃場4を設ける。プロジェクト実施期間中の天候不良による作物の

生育不良は、プロジェクトの成果を達成するうえでの外部条件となる。 

 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

類似案件の有無：有  

イラク「灌漑農地水管理技術」 

本プロジェクトでは、高等教育省、水資源灌漑省、農業土地開拓省とエジプト側実施機関が

多岐にわたっており、その運営に際しては、計画省、農業省、水灌漑省の 3省の職員を CP とし

て灌漑地区の開発計画の策定支援を行なった上記イラク案件を参考に、合同調整委員会を形

成・運営して適切な情報の交換や共有と効果的なプロジェクト成果の波及を図る。 

エジプト側関係機関のオーナーシップ確保に留意しながら、本プロジェクトの技術的成果がで

                                                   
4 ①水収支・塩収支を測定する圃場、②適切な作付け体系を実証する圃場、③排水を利用した燃料作物栽培の可
能性を検討するための実証圃場を設置する。 
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きるだけ広範囲に適用されるとともにインパクトが将来的に発現するよう、適格な委員を選び、

合同運営委員会を効果的に運営する。 

 

６. 評価結果 

JICA 評価ガイドラインに基づいた本プロジェクトの妥当性に関する評価は、以下の通り。 

＜妥当性＞ 

本プロジェクトの実施の妥当性は以下の観点から高いと判断する。 

 エジプトの第 6次国家社会経済開発計画（2007/08－2011/12）は、生活水準の向上、国民

参加型の開発、政治改革などを主な計画目標とする。これらの目標を達成する手段とし

て、新たな農地の拡大を通じた農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。同様に、同

国が 2017 年を目標年に掲げる国家水資源計画においても排水の再利用、水・塩収支解

析、沿岸砂漠地帯における塩類集積の防止など水資源管理・活用方法の総合的見直しの

重要性を指摘している。本プロジェクトはこれら両課題に水資源の高度利用化の観点から

対策を示すものである。 

 JICA のエジプト国別援助実施方針（案）では、我が国が定める対エジプト国別援助計画に

沿い、持続的成長と雇用創出の実現を重要課題と位置付けている。持続的な食糧・燃料

作物の生産が期待される本プロジェクトは、農民の所得の安定及び向上が期待され、さら

には雇用機会の創出につながると期待される。 

 限られた水資源の有効利用による食糧増産や農地拡大、ひいては雇用の確保などの目標

を掲げる国や地域は、エジプト国だけでなく中東地域、アフリカ地域などにも多い。エジプト

国は降水がほとんど期待できず、唯一の水源といっていいナイル河の水資源はスーダンと

の二国間協定によりその取水量が制限され、水資源が限られていることから、本協力の成

果を他の乾燥地域で活用する余地は大きい。 

 

＜有効性＞ 

 本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれるが、今後は成果達成の判断を行なう

目標値を明確にする必要がある。 

 ①塩害防止を考慮しながら適切な作物を選択し、灌漑圃場において生産するための方策

と、②用水路レベルでの水配分・水管理の合理化のための方策を提示することは、いずれ

も、水を効率的に利用した持続的な農業生産のために必要である。また、食用作物の栽培

に利用できない排水を再利用した燃料作物等の栽培の可能性を示すことは、水利用の高

度化（効率化）に寄与するものと考えられる。これらにより、プロジェクトの成果及び目標の

設定は適切である。 

 両国の研究者など関係者が共通の問題意識を共有・理解し、与えられた役割を果たせる

よう、日本及びエジプト側関係機関で構成する 5 つのワーキング・グループを設置し、PMU

及びJSCによる管理体制を構築した。これらの実施体制が機能することで、有効なプロジェ

クトの実施が期待される。 

 

＜効率性＞ 

 本プロジェクトの効率性は、以下のように予測される。 

 日本側投入：WMIP2 との円滑な連携によって、日本側投入の効率化が図られる。 

 エジプト側投入：カイロ大学農学部は、多くの研究機材を有しており、新たな分析機器の購

入、特に高額の分析機器の購入が必要ないことを確認した。また、本プロジェクトでは、実
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証圃場設置のための協力が農家から十分に得られない可能性があることも考慮し、国立

農業研究センターが有する複数の実験圃場も活用する予定である。よって、資機材の納入

や設置の遅れによるプロジェクト開始時期の遅延といった問題が生じる可能性は低い。 

＜インパクト＞ 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

 プラスの波及効果：本プロジェクトの活動及び成果は、JSC を通じて関係行政機関に報告

されることで、社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に掲げる食糧

生産の増大と雇用の拡大に生かされ、その実現が見込まれる。また、エジプトと同様の課

題を抱える近隣地域において、本プロジェクトの成果が応用されることで、地球規模課題の

克服への貢献が見込まれる。 

 マイナスの波及効果：燃料作物栽培と食用作物栽培の競合が生じる危険性があるところ、

エジプト国及び我が国政府の方針5に沿って、本プロジェクトで提示される方策がこうした競

合を誘起しないよう、エジプト側への方策などの提示に際して十分留意する。 

 

＜自立発展性＞ 

 本プロジェクトの自立発展性は以下のように予測されるが、エジプト側による継続的な財政面

での負担など、自立発展性を確保するための努力が必要である。 

 人材育成：日本人専門家による研究レベルでの技術移転が効果的に行われることで、エジ

プト側研究者の問題発掘や分析手法を含む研究能力の向上が期待される。 

 普及：本プロジェクトの研究成果が、WMIP2にて構築される体制を通じて普及されることで、

ナイルデルタ及び近隣地域において食用作物や燃料作物の増産と住民参加による水利用

の効率化が期待され、農業生産の効率化及び持続性が確保される可能性が大きい。 

 政策レベルでの連携：本プロジェクトの実施において、目標を達成するために重要な役割を

担うエジプト側 3省（高等教育省、水資源灌漑省、農業土地開拓省）を JSC構成員としてお

り、本プロジェクトを契機にこれら 3 省が連携して業務を行うことが期待される。 

 

＜実現可能性（リソース確保、前提条件）＞ 

 本プロジェクトは、これまでエジプト国水資源灌漑省、農業土地開拓省がそれぞれ実施してき

たナイルデルタ地域の水管理、農業に関する研究活動を、カイロ大学を介した研究協力として

筑波大学が支援するものである。ナイルデルタ地域の水文学、灌漑排水、営農、栽培、畜産と

幅広い分野に取り組む本プロジェクトに必要な日本側・エジプト側の人的・組織的リソースは確

保されている。 

 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

 以下のとおり各項目に暫定的な評価指標を設定したが、明確な数値目標は現時点では設定

していない。「地球規模課題対応国際科学技術協力」案件の評価手法確立や、プロジェクト活

動の本格化に伴い、またエジプトの国家水資源計画の目標に沿ったかたちで、各評価項目の

見直しと具体化を行う。 

 

                                                   
5 2008 年 7 月の北海道洞爺湖サミットでの世界の食糧安全保障に関する G8 首脳声明にもあるように、バイオ燃料

の持続可能な生産及び使用のための政策が食料安全保障と両立するものであることを確保し、非食用植物や非可

食バイオマスから生産される持続可能なバイオ燃料の開発及び商業化に向けた取組を加速することとしている。 
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【プロジェクト目標とその評価指標】 

社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に記載されている砂漠開拓地

の開発のために、行政関係者や研究者、農民が、ナイルデルタ地域での農業分野の水利用の

高度化を図りながら農業生産の効率化と持続性の確保とを実現するための方策を示す。 

1. 提示した方策の節水効果6 

2. ナイルデルタ地域全体で向上が期待される食糧生産の持続性 

3. ナイルデルタ地域を含むエジプト国内で燃料作物の栽培によって期待されるエネルギー生

産量 

【成果とその評価指標】 

① 用水路レベルでの水配分、水管理の合理化の方策が提示される 

1-1. 期待される節水効果 

1-2. 水再利用に関する提案の内容 

1-3. 報告会回数や論文数 

② 圃場の塩害防止の方策が提示される 

2-1. 期待される塩害防止効果 

2-2. 塩害防止に関する提案の内容 

2-3. 報告会回数や論文数 

③ 適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される 

3-1. 期待される作物生産量 

3-2. 期待される節水効果 

3-3. 報告会回数や論文数 

④ 食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物の栽培の可能性

が示される 

4-1. 燃料作物の栽培によって期待されるエネルギー生産量 

4-2. 燃料作物の栽培に関する提案の内容 

4-3. 報告回数や論文数   

  

(2) 今後の評価のタイミング 

   ・中間レビュー  2011 年 12 月ごろ 

   ・終了時評価  2013 年 12 月ごろ    

以上 

 

 

                                                   
6後述の指標 1-1 及び 3-2 で示される節水効果を合わせた全体的な節水効果を想定している。 


